
 111 

２ 予算の執行状況 

 

(1) 収益的収入及び支出（記載金額は消費税及び地方消費税額を含む。） 

収益的収支に係る予算の執行状況は、次のとおりである。 

 

ア 収益的収入の予算執行状況 

　　収　入 (単位：千円・％）

区　分 予算現額 決算額
予算現額に対する

決算額の増減
執行率

下水道事業収益 7,009,487 6,907,516 △ 101,971 98.5
　営業収益 5,098,255 4,926,692 △ 171,563 96.6
　営業外収益 1,911,031 1,979,211 68,180 103.6
　特別利益 201 1,613 1,412 802.5                                 

 

（備考） 決算額には、仮受消費税及び地方消費税 341,377 千円を含む。 

営業収益は、下水道使用料 45億 5,486万円及び雨水処理負担金 2億 5,505万 9千円が主なもの

である。営業外収益は、長期前受金戻入（注）13億 6,625万 8千円及び他会計補助金 6億 977万 9 千円

が主なものとなっている。 
 

（注）１ 長期前受金：減価償却を行うべき固定資産の取得又は改良に充てるための補助金等の交付を受けた場

合における、その交付を受けた金額に相当するもの 
 

   ２ 長期前受金戻入：償却資産の取得又は改良に伴い交付される補助金等について負債に計上した長期前

受金のうち、減価償却見合い分を収益化したもの  

 

イ 収益的支出の予算執行状況 

　　支　出 (単位：千円・％）

区　分 予算現額 決算額 不用額 執行率
下水道事業費用 6,793,303 6,409,368 383,935 94.3
　営業費用 5,773,926 5,453,368 320,558 94.4
　営業外費用 1,007,027 952,330 54,697 94.6
　特別損失 4,243 3,670 573 86.5
　予備費 8,107 0 8,107 0  

（備考） 決算額には、仮払消費税及び地方消費税 122,410 千円並びに消費税及び地方消費税納付額 11,409 千円を

含む。 

営業費用は、減価償却費 34億 8,123万 9千円や、処理場費 9億 8,262万 4千円が主なものであ

る。また、営業外費用は、企業債や借入金に係る支払利息 9 億 4,092 万 1 千円が主なものとなっ

ている。 
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 (2) 資本的収入及び支出（記載金額は消費税及び地方消費税額を含む。） 

資本的収支（設備投資など、支出の効果が翌年度以降に及び、将来的な収益に対応することとな

る取引などの収支）に係る予算の執行状況は、次のとおりである。 
 

ア 資本的収入の予算執行状況 

　　収　入 （単位：千円・％）

区　分 予算現額 決算額
予算現額に対す
る決算額の増減

執行率

資本的収入 10,854,240 7,402,976 △ 3,451,264 68.2
  企業債 7,269,600 4,126,700 △ 3,142,900 56.8
  補助金 2,789,870 2,482,569 △ 307,301 89.0
　負担金 794,769 793,707 △ 1,062 99.9
　固定資産売却代金 1 0 △ 1 0  

 

資本的収入の主なものは、企業債 41億 2,670万円、補助金 24億 8,256万 9千円である。 

なお、企業債借入額 41億 2,670万円のうち、29億 3,740万円を前年度に企業債前借として

借り入れており、企業債の実収入額は 11億 8,930万円である。 

 

イ 資本的支出の予算執行状況 

　　支　出 （単位：千円・％）

区　分 予算現額 決算額 繰越額 不用額 執行率

資本的支出 13,247,311 9,846,643 3,206,107 194,561 74.3
  建設改良費 9,663,703 6,306,461 3,206,107 151,135 65.3
  企業債償還金 3,573,608 3,540,182 0 33,426 99.1
  予備費 10,000 0 0 10,000 0

（備考） 決算額には、仮払消費税及び地方消費税 441,003 千円を含む。 
 

資本的支出は、建設改良費のうち管渠建設費 55億 5,690万 6千円及び雨水施設建設費 4億

1,634万 4千円並びに企業債償還金 35億 4,018万 2千円が主なものである。建設改良費の繰越

額は、管渠布設工事などを翌年度に繰り越したことによる。 

 

ウ 資本的収支の不足額 

先に述べたように、本年度の企業債借入額 41億 2,670万円のうち、29億 3,740万円を前年

度に企業債前借として借り入れている。 

このため、資本的支出額における不足額は、以下のとおりとなる。（補てん状況については、

「(3) 資本的収支不足額の補てん状況」を参照） 

資本的収入額  29 年度に前借した企業債  資本的支出額    資本的収支不足額 

   （7,402,976千円  －  2,937,400千円）－ 9,846,643千円 ＝ △5,381,067千円 
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(3) 資本的収支不足額の補てん状況 

資本的収支不足額の補てん状況は、次表のとおりである。 

 

資本的収支不足額の補てん財源等の額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

１ 消費税及び地方消費税資本的収支調整額：仮受消費税額等と仮払消費税額等との差額から特定収入見合消費税

額を除いたものを、資本的収支予算の調整額として会計上別途内部留保するもの 

２ 減債積立金：特定の目的のため議会の議決を経て積み立てた積立金の１つで、補てん財源として使用できる。 

３ 損益勘定留保資金：実際の支出が行われずに帳簿上計上される費用の合計額。内部留保資金にできる。 

４ 一時借入金（起債前借）：企業債の前借分。補てん財源による補てんの不足分をこれによって措置している。 

 

 

（単位：千円）

区　　　分 補てん額

　消費税及び地方消費税資本的収支調整額　〔当年度分〕 218,710

　減債積立金 350,000

　損益勘定留保資金　〔過年度分〕 729,288

　損益勘定留保資金　〔当年度分〕 8,269

　一時借入金（起債前借） 4,074,800

計 5,381,067


